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午前１０時００分 開会

──────────────────────

◎委員長（工藤 光志委員） これより、予算決

算常任委員会を開会いたします。

ただいまの出席委員は28名で、定足数に達して

おります。よって、直ちに会議を開きます。

本定例会において、予算決算常任委員会に付託

された議案は、議案第77号及び第85号の以上２件

であります。

なお、審査に先立ち、委員の方にお願いいたし

ます。質疑される方は、質疑する款項目かページ

を申し添えて質疑を願います。

答弁される理事者の方へお願いいたします。答

弁する際は、職名を添えて大きな声で委員長に発

言を求めていただきます。また、時間の関係もあ

りますので、答弁は要領よく簡潔に願います。

まず、議案第77号令和４年度弘前市一般会計補

正予算(第３号)を審査に供します。

本案に対する理事者の趣旨説明を求めます。

◎財務部長兼健康こども部理事（森岡 欽吾）

議案第77号令和４年度弘前市一般会計補正予算

(第３号)について御説明いたします。

その内容は、歳入歳出予算の総額に9649万3000

円を追加し、補正後の額を804億874万4000円とす

るほか、地方債の補正をしようとするものであり

ます。

地方債の補正は、そうまロマントピアスキー場

整備事業に係る変更１件であります。

それでは、歳出予算について御説明いたします

ので、９ページを御覧ください。

２款総務費１項総務管理費４目企画費の2669万

5000円は、健康とまちのにぎわい創出事業に係る

経費を計上するものであります。

８目コミュニティ施設費の32万5000円は、泉野

多目的コミュニティ施設損失補償金を計上するも

のであります。

９目住民自治振興費の710万円は、一般コミュ

ニティ助成事業費補助金を計上するものでありま

す。

３款民生費１項社会福祉費１目社会福祉総務費

の3109万2000円は、生活困窮者自立支援金を支給

するための経費を計上するほか、民生委員及び児

童委員の活動費を追加するものであります。

10ページを御覧ください。

４目社会福祉施設費の152万7000円は、弥生荘

指定管理料を追加するものであります。

２項児童福祉費４目児童福祉施設費の165万

1000円は、弥生学園指定管理料を追加するもので
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あります。

４款衛生費１項保健衛生費５目病院及び診療所

費の2253万1000円は、医療従事者宿泊支援事業費

補助金を追加するものであります。

11ページを御覧ください。

７款１項商工費２目商工振興費の５万1000円

は、伝統産業会館損失補償金を計上するものであ

ります。

８款土木費４項都市計画費３目土地区画整理費

の20万4000円は、都市改造記念会館損失補償金を

計上するものであります。

10款教育費４項社会教育費２目文化財保護費の

531万7000円は、文化財施設の修繕に係る経費及

び伝統的建造物群保存地区保存修理事業費補助金

を追加するほか、一般コミュニティ助成事業費補

助金を計上するものであります。

12ページを御覧ください。

５項保健体育費２目体育施設費は、財源調整で

あります。

次に、歳入予算について御説明いたしますの

で、５ページにお戻り願います。

歳出予算に対応する特定財源を、16款国庫支出

金、17款県支出金、22款諸収入及び23款市債にそ

れぞれ計上するほか、20款財政調整基金繰入金

3550万6000円の追加をもって、全体予算の調整を

図るものであります。

以上であります。

◎委員長（工藤 光志委員） 本案に対し、御質

疑ありませんか。

◎９番（木村 隆洋委員） ９ページ、２款１項

４目健康とまちのにぎわい創出支援業務委託料に

ついてお伺いいたします。

議運で配付された概要を拝見すると、市民の健

康増進と中心市街地のにぎわい創出を目的とした

事業や、弘大ＣＯＩとの連携事業の実施のほか、

新規事業の創出等に係る検討の支援業務を委託と

説明にも書いてあるのですが、具体的にどういっ

た事業なのか、お伺いいたします。

あと今回、委託業務という形になっているので

すが、恐らくコンサルなのかなと。県内なのか、

県外なのか、ちょっと分からないのですが、委託

先はどういったところを想定しているのか、お伺

いいたします。

あと今回、第２回定例会での補正ということに

なっております。今回の補正予算に計上すると。

今回のタイミングも含めて、補正に至った経緯に

ついてお伺いいたします。

◎企画課長（白戸 麻紀子） 健康とまちのにぎ

わい創出支援業務委託料について、具体的にどの

ような事業なのかということで、本事業は働き世

代の市民を主なターゲットにしまして、中心市街

地において、食や運動といったことをテーマにし

た事業や、健康を切り口に中心商店街の来街機会

を創出する事業など、市民の健康増進と中心市街

地のにぎわい創出につながる事業を、民間事業者

の提案を受けながら展開するものでありまして、

加えて、弘前大学ＣＯＩの協力を得て、各事業に

ＱＯＬ健診、こちらが体組成や血圧、野菜摂取量

といったものを測定して、その場で測定結果を還

元して健康指導を行う啓発型の健診なのですけれ

ども、こちらのＱＯＬ健診やＣＯＩ参画企業など

が提供する健康プログラムを取り入れることで、

健康意識の向上、それから、健康無関心層の行動

変容を促そうとするものです。また、この事業に

おきましては、事業の継続的かつ効果的な普及展

開に向けた事業手法ですとか、運営体制について

も検討することとしております。

続いて、委託先ですけれども、こちらは公募型

のプロポーザル方式によって決定することとして

おりまして、県内外を問わず健康分野やまちづく

り分野に精通している事業者を想定してございま

す。
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このタイミングで補正に至った理由ということ

なのですけれども、こちらの事業は、本年３月に

策定いたしました弘前市中心市街地活性化ビジョ

ンの策定作業と併せて検討を進めてきたものでご

ざいます。健康都市弘前の実現を目指す政策的な

新規事業ということで、今回、補正予算案の提出

に向けて、商工部、それから、健康こども部など

と鋭意企画立案、それから、弘前大学ＣＯＩとの

調整を行ってまいりました。このたび、事業内容

や手法などの調整がついたことから、地方創生推

進交付金を財源としまして、最長３年間の枠組み

で実施することを想定しまして、今回は、その初

年度に係る経費ということで、本定例会のほうへ

提出させていただきました。

◎９番（木村 隆洋委員） 今回、この事業を実

施するに当たって、市立病院・旧第一大成小学校

跡地、ここが健康づくりのまちなか拠点事業の中

心となるということで、今年度、基本設計も行っ

ているというふうに認識もしております。ここと

連携も当然取っていくという形なのかなと思って

いるのですが、こことの健康づくりのまちなか拠

点と、この事業の関連性、連携といいますか、そ

の部分がどうなっているのか、お尋ねいたしま

す。

それと、今、課長のお話もありました中心市街

地活性化ビジョン、今年策定された中で、４エリ

アに分かれている土手町エリアの目指すまちの姿

の１番目として、市民の健康づくりの拠点となる

まちという形で掲げられております。ここで、

様々な方策もうたわれておるのですが、今、課長

からもお話があった、働き世代を中心とした健康

意識向上につながる仕組みづくりというふうな、

ほかにも掲げられてはおるのですが、正直、どう

しても具体的にイメージが湧きづらいという感じ

を持っております。

改めて、中活のビジョンに土手町エリアで掲げ

られているのですが、この部分と健康づくりとい

う部分の目指す姿はあるのですが、関連性という

のをもう少し、お知らせいただければと思いま

す。

◎企画課長（白戸 麻紀子） まず初めに、健康

づくりのまちなか拠点との関連性ということで、

こちらは健康づくりのまちなか拠点の供用開始ま

では、まだしばらく時間がかかります。また、拠

点が完成すれば、まちがにぎわうのかといった意

見もございますとおり、拠点を訪れた方が周辺商

店街へ足を運ぶきっかけや仕掛けづくり、それと

ともに、そのきっかけなどを通じて、健康づくり

といえば、まちなか拠点、中心市街地といったイ

メージづくりをしていくことが大事だというふう

に考えております。

そういった意味で、本事業につきましては、健

康づくりのまちなか拠点の供用開始に向けた助走

ということで、市民や事業者、特に中心商店街の

機運を高めながら健康づくりに向けた一歩とし

て、市民の健康意識の向上ですとか、中心市街地

への来街機会を創出するソフト事業を実施しよう

とするものであります。

続きまして、中心市街地活性化との関連性とい

うことで、ちょっと具体性が見えないということ

なのですけれども、事業の実施に当たっては、先

ほど御説明したとおり民間事業者の提案を受けま

して、そちらをベースに中心商店街ですとか、そ

こで活動している団体等の意見も踏まえまして事

業を展開していくので、現段階では具体的な取組

というのは明言できないのですけれども、例え

ば、市民が健康をテーマに様々な活動に参加した

り、食事ができたり、サービスを受けられるよう

な場所とするために、事業を展開をすることとし

ています。

こちらは一例ですけれども、例えば、健康診断

を受けたことがないなど、健康意識があまり高く
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ない方を対象とした食生活の改善につながるプロ

グラムの提供、それから、中心商店街の店舗や施

設等に、健康状態をセルフチェックできるような

機器、野菜の摂取量を測定できる機器ですとか、

歩数や速度で歩行の若々しさを測定できる機器、

そういったものを設置して、自分の健康状態を知

ることができるスポット、そういうことで商店街

をウオーキングできるような環境を整えたりです

とか、そういったことを想定しております。

また、このような事業と、例えば、健康アプリ

を連動させて、健康ポイントを貯めて商店街で利

用していただく、健康に特化したメニューやサー

ビスを提供する店舗の掘り起こし、それから、一

体的な情報発信など、個店の活性化につながる取

組についても検討しております。

本事業では健康を切り口に、中心商店街への来

街機会を創出する事業などに取り組むことによっ

て、市民の健康意識の向上、中心商店街をはじめ

とする事業者の機運を高めて、段階的にレベル

アップを図りながら継続して取り組んでいくこと

で、健康をテーマとした商品、サービスを扱う店

舗がこの先増えるなど、中心市街地の活性化ビ

ジョンにおいて掲げる将来像の実現につなげてま

いりたいというふうに考えております。

◎９番（木村 隆洋委員） 今、課長から、るる

話を伺いました。

市長も４月の市長選挙で、健康都市弘前の実現

を掲げられております。健康づくりをすること

は、短命県の本県、弘前も含めて非常に必要であ

ると。それは十分、分かります。中心市街地を活

性化していくことも、一方では必要だと思いま

す。

ただ、どうしても、何となく、今、課長の説明

を聞いていても、健康づくりをしていく――健康

都市の弘前を実現していくことと、中心市街地の

活性化もするのだという、この二つの関連性が、

正直、なかなか具体的にイメージしづらいのです

よね。健康をつくるって多分、先ほどＱＯＬ健

診、例えば、岩木健康プロジェクトでやってい

る、何か昨日、ＲＡＢかどこかで、やっているよ

うなニュースがありましたけれども、それもやっ

ぱり年に１回とかだと思うのですよ。多分、年に

２回もしないと思うので。それと、まちなかに出

てくるとなったときに、先ほど課長もおっしゃっ

ていましたけれども、多分、健康の土台って食と

運動なのかなというふうに思います。それと、こ

の中活ビジョンにもうたっているのですが、土手

町に回遊性を持たせるということの具体性が、ど

うしても何か絵として浮かばないというか、そこ

が浮かばない、私が浮かばないだけかも分からな

いですけれども、浮かべば、ひょっとしたらすご

いものができるのかも分からないですし、何とな

く、その健康づくりと中心市街地の活性化の連携

性というか、複合性というのが、これから民間業

者のコンサルの人も入れてということなのでしょ

うけれども、もうちょっと具体的な、分かりやす

い形にぜひしていただければというふうにお願い

をして、以上で終わります。

◎２０番（石田 久委員） ９ページ、３款民生

費の１項１目のところですけれども、生活困窮者

自立支援金についてです。

概要を見ますと、生活保護に準ずる水準の困窮

世帯に対する支援金というふうにありますけれど

も、これについて、今回、生活困窮者自立支援金

の支給要件がかなり厳しいのではないかと思うの

ですけれども、その辺についてはどうなのでしょ

うか。

◎生活福祉課長（佐々木 順一） 生活困窮者自

立支援金でありますが、新型コロナウイルス感染

症による影響が長期化する中、生活福祉資金の特

例貸付けが利用できない世帯に対し、貸付けでは

なく給付を行いながら、就労による自立を支援
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し、また、それが困難な場合には、速やかに生活

保護への受給につなげ、生活再建を図るためのも

のであります。本支援金の支給要件が厳しいので

はとの御指摘でありますが、支給を受けるための

要件には、収入、資産、求職活動等があり、全国

一律の基準となっております。

しかしながら、このたび国において、求職活動

等要件にある月２回以上としていたハローワーク

等への職業相談、また、原則週１回以上としてい

た求人先への応募などについて、これらの回数を

それぞれ月１回に緩和するとしております。当市

におきましても、６月１日以降、同様の緩和を

行っており、これまでよりは利用しやすい制度に

なっていると考えております。

◎２０番（石田 久委員） やはり、今回の補正

予算の概要の中に、今言った生活保護に準じる水

準の困窮世帯に対する支援金ということで、今、

給付と、あるいは生活保護というふうにありまし

たけれども、その下のところに緊急小口資金等の

特例貸付けを利用できない世帯でというふうに対

象者が書いているのですけれども、緊急小口資金

の特例貸付けを利用できないというのは、具体的

にはどういうような対象者なのか、それをお答え

していただきたいと思います。

それから、２点目は、今回の緊急小口資金等の

特例の償還免除を受けた方は、本支援金を利用で

きるのか。今まで、社協にて小口貸付資金を受け

て、非課税ですと償還が免除というのが前にあっ

たわけですけれども、そういう方でも今回の支援

金を利用できるのか。

それから、３点目は、概要のところに、支援金

の支給額が、単身世帯は６万円、それから、二人

世帯のところは８万円、３人以上は10万円という

ふうに書いてありますけれども、生活保護の最低

生活費にも満たないわけでありまして、これでは

ちょっと不十分ではないかというふうに思うので

すけれども、その辺についてはどうでしょうか。

それから、４点目は、支給期間は最大３か月と

書いてありますけれども、支給期間が３か月では

短いのではないか。この辺についてもお答えして

いただきたいと思います。

それから、５点目は、支給期間の終了後も困窮

から回復しない方に対する支援はどうするのかを

お答えしていただきたいと思います。

それと、今回、3000万円の予算となっているの

ですけれども、この見込み、人数ですね。どのぐ

らいが対象になっているのか、お答えしていただ

きたいと思います。

◎生活福祉課就労自立支援室長（山谷 亙） ま

ず、特例が利用できない世帯ということでありま

すけれども、この生活福祉資金の特例が利用でき

ない世帯の定義の一部といたしまして、制度上、

活用できる範囲を活用し切ってしまった方で、具

体的には生活福祉資金の特例貸付けにおける総合

支援資金の再貸付けを受けた方、生活福祉資金の

特例貸付けにおける総合支援資金の再貸付けを申

請したものの、申請日以前に不決定となった方な

どになります。

続きまして、償還免除を受けた方が本支援金を

利用できるのかにお答えいたします。本支援金の

制度につきましては、生活福祉資金の特例の償還

免除を受けたか否かにかかわらず、本支援金の受

給要件を満たした方であれば利用可能でありま

す。

続きまして、今回の支援金の支給額が、生活保

護の最低生活費にも満たないものであり不十分で

はないかというふうなものに対してですけれど

も、新型コロナウイルス感染症の影響が長期にわ

たる中、生活に困窮している方々に対して、国に

おいても住居確保給付金等の再支給など、様々な

支援をしております。また、市においても医療従

事者向けの宿泊助成、その他各種団体による販売
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促進活動への補助など、100を超える施策で重層

的なセーフティーネットを構築して、継続的に支

援を行っております。本支援金における支援等と

組み合わせて、自立までの一定期間を支援するこ

とを想定した制度となりますので、本支援金を活

用されている方について、当センターの面談時に

必要に応じて、他の制度の利用等も紹介を行って

いるというところでございます。

続きまして、支給期間が３か月では短いのでは

ないかということにお答えいたします。自立支援

金は、就労による自立を図るため、また、それが

困難な場合には、円滑に生活保護への受給へつな

げるために支給するものでございます。また、本

支援金は、令和３年12月より再支給も可能となっ

ており、最長で６か月間の支給を受けることがで

きることになっております。

続きまして、支給期間の終了後も困窮から回復

しなかった方への支援についてなのですけれど

も、本支援金の支給期間中に可能な限り、就労に

よる自立を図っていただくことになります。面接

時に相談等に対応しているところでございます。

また、３か月の支給期間中に、求職活動等を誠実

かつ熱心に行ったにもかかわらず、自立への移行

が困難だった場合には、本年８月末まで一度に限

り再支給というふうなことになっております。こ

の場合、最長６か月の支給が可能となっておりま

す。

しかしながら、支援期間の締切り後や再支給後

も、なお生活に困窮する場合は、ヒロロスクエア

にございます我々のひろさき生活・仕事応援セン

ターをはじめ市の窓口に御相談していただき、何

かしらの活用できる制度がないか、今後の生活が

安定するかなどを考え、状況によって生活保護制

度の活用も含め、相談に対応しております。

最後でございます。どのくらいの世帯を見込ん

だかということでありますが、事業については、

令和４年４月以降に生活福祉資金の特例の申込者

の中で対象となると見込まれる方や、これまで求

職活動要件などが障壁となり申請に至らなかった

方132名の増加を見込んで3000万円を事業費とし

ております。

◎１０番（千葉 浩規委員） 私からは、二つの

項目です。

一つは、９ページ、３款１項１目報償費、民生

委員等活動支援事業追加です。国会の地方創生の

委員会の議論の様子の動画を見ていたのですけれ

ども、そうしたらば、各自治体で民生委員に支給

される活動費に結構ばらつきがあって、実は、

ネットでも見ると、ある県のある市は支給されて

いる活動費がゼロという自治体もあったというこ

とで、厚労省のほうでも全国調査もこれから行う

ということも議論されていました。そこで、今回

の民生委員活動費の事業の趣旨と、活動費をめ

ぐって国の基準額、県の交付額、当市における民

生委員に支給される活動費の状況と今回の補正予

算の概要について答弁をお願いします。

二つ目は、11ページ、10款４項２目の需用費及

び工事請負費、文化財施設管理工事追加について

です。今回の予算の追加の概要、財源、あと、文

化財修繕の制度の仕組みについて答弁をまずお願

いします。

◎福祉総務課長補佐（諏訪 秀樹） 民生委員

は、国及び県の委嘱を受けた非常勤の地方公務員

で、地域の高齢者、障がい者、生活困窮者、子育

て家庭等の見守り活動をはじめ、様々な地域福祉

活動などを行っております。

民生委員には、民生委員法第10条において給与

を支給しないこととして定められておりますが、

交通費や通信費、研修参加費など、活動に際し諸

経費が生じることから、当該事業において実費相

当を活動費として民生委員個人へ支給することに

より、その活動を支援するものとしております。
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民生委員の活動費は、委員の交通費、通信費、研

修参加費等の活動に係る諸経費として、国の地方

交付税を財源に県が交付金の配分を決定しており

ます。

令和４年度当初は、一人当たり５万3000円とし

て市町村に配分されており、この額に市では独自

で１万600円の上乗せを行い、一人当たりの活動

費の合計は６万3600円となっております。このた

びの県の交付金の配分見直しにより、一人当たり

1,800円増額されたことになります。よって、活

動費の合計額は６万5400円となります。

◎文化財課長（石岡 博之） まず、今回の補正

の概要といたしましては、雪害に対する修繕の経

費でございます。内訳といたしましては、旧藤田

家住宅に96万8000円、東照宮本殿玉垣に30万8000

円、埋蔵文化財整理保管施設の修繕に172万7000

円を追加するものでございます。

これにつきましては、現時点では一般財源が財

源となっておりますが、市有財産につきまして

は、全国市有物件災害共済に加入しております。

これは、建物が該当になりまして、今回の場合

は、旧藤田家住宅及び埋蔵文化財整理保管施設が

保険の対象となります。工事終了後、査定を受け

て共済金が支払われるという流れになります。

一般の建物についての民間に対する助成につき

ましては、重要文化財等の建物を適正に保存活用

することを目的として、重要文化財等修理等事業

費補助金を実施しております。保存修理等の費用

を補助するなど所有者の負担軽減を図っておりま

す。一例といたしましては、国指定の重要文化財

については事業費から国補助を差し引いた額の４

分の１、県重宝については事業費から県補助を差

し引いた２分の１、市指定の文化財については原

則50％といたしまして補助しております。

◎１０番（千葉 浩規委員） 民生費のほうにつ

いてですけれども、実際に見直して、民生委員に

実際に支給される金額はどうなるのかということ

と、支給時期について、その方法も含めて答弁を

お願いします。

文化財のほうは、修繕費だということなのです

が、ちょっと私が聞けなかったのか、何が原因で

そういった修繕が必要になったのかということに

ついて答弁をお願いします。

◎福祉総務課長補佐（諏訪 秀樹） このたびの

見直し以前の活動費の額は、民生委員一人当たり

６万3600円を交付しておりますが、支給に際し、

委員が会費を納入する手間を省くため、市の民生

委員児童委員協議会の会費のほか、県の協議会や

全国の連合会、活動に係る保険料といった各種会

費の合計額１万600円を差し引いた５万3000円が

実際の支給額となります。

今回の見直しによりまして、一人当たりの額が

1,800円増額されたことに伴って、一人当たりの

活動費の額は６万5400円に増額され、そこから各

種会費を差し引いた５万4800円が実支給額となり

ます。

活動費の支給時期になりますけれども、活動費

の支給につきましては、１年を７月、10月、１

月、４月の４期に分け、３か月分ずつ支給してお

り、今回の増額分については、第２期の10月支給

分に上乗せして支給する予定であります。

◎文化財課長（石岡 博之） 失礼しました。全

て雪害によるものでございます。

旧藤田家住宅に関しましては、屋根雪の重みで

はりに亀裂が入ったもの、東照宮本殿玉垣につい

ては、屋根の落雪による破損、埋蔵文化財整理保

管施設については、雪庇が大量に落雪したために

シャッターが破損したものでございます。

◎１０番（千葉 浩規委員） 修理費は保険で賄

うということですけれども、そもそも、今回は雪

が大変多かったのですが、やっぱり事前に防ぐと

いうことでは雪害への対応ということも必要かと
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思うのですが、今回こういったことを受けて、今

後どのように考えているのかということについて

の答弁をお願いします。

あと、民生費のほうについては、ちょっと確認

なのですけれども、結果的には、県から支給が

あって、それに市のほうが上乗せして、そこから

協議会等のほうに市のほうから送って、県から来

たものは結果的には民生委員に行くということに

なるのでしょうか。

◎文化財課長（石岡 博之） 文化財課といたし

ましては、例えば、旧藤田家住宅においては屋根

の雪下ろし、埋蔵文化財施設においては除排雪等

を進めてまいりましたけれども、今回豪雪によっ

て破損したものでございます。なので、状況を確

認して実施回数を増やすなどの対策を行うほか、

今まで以上に日常点検、毎日のように見回りをし

て、異常があったらすぐ対応するように再発防止

に努めてまいりたいと思います。

◎福祉総務課長補佐（諏訪 秀樹） １人当たり

の活動費は６万5400円なのですけれども、そこか

ら各種会費１万600円を差し引いた５万4800円全

額が民生委員の口座に振り込まれますということ

になっております。

◎２３番（越 明男委員） ３点ほど、質疑をい

たします。

２款１項４目の企画費、健康とまちのにぎわい

創出、僕が準備した分をほとんど木村委員がもう

されましたから、私はいいんた気もしたのだばっ

て、やっぱり２点ほどやることにしましたので、

企画課長、お願いします。

一つは、この委託先との関係の問題なのですけ

れども、課長、これだけ大事なにぎわい創出事業

なのに、プロポーザルだというところまでしゃ

べっていながら、委託先がまだ見えないとかとい

う、そこはちょっと納得できないところがあるの

ですよ。これほど大事な事業なのだから、プロ

ポーザルまでいっているのだはんで、大体どうい

う会社とか、いやいや、おらほうでなくて、東京

の会社だとか、何とかかんとかとプロポーザルす

るというのは、これからずっとそうではないです

か。地元を優先ではないではないですか。そこは

少し、もうちょっと先に踏み込んで答弁してけら

いねが、我々の理解のために。

それから、もう一つ、今との関係の問題で、国

が2600万円のうち、半分を応援するとなってい

る。ただ、令和４年度の予算審議のときにはっと

気づいたのだけれども、これまで２款総務費に

あった地方創生推進費でしたか。勘定科目が廃目

になったでしょう。廃目になっているにもかかわ

らず、地方創生推進交付金というふうな形で国か

ら国庫補助金が出ると。これをどう解釈したらい

いのかということと、地方創生推進交付金という

のはあれなのですか、我々が1300万円受けようと

する部分は、健康とまちのにぎわい創出事業を前

提にした推進交付金なのですか。それとも、一般

的な意味での地方創生推進交付金なのですか。そ

れを、私どものほうが健康とまちのにぎわい創出

事業に当てはめるということなのですか。そこの

財源措置のところ、二つお願いします。

次に、質疑項目の二つ目、珍しく３款民生費、

今日はちょっと質疑しようと思って準備しまし

た。10ページの民生費の社会福祉費、児童福祉

費、この二つのところかなと思うのですが、弥生

荘、それから、弥生学園のそれぞれ指定管理料追

加ということになっています。これは、改めて指

定管理料の委託先をちょっと確認しておきたいと

思います。それから、弥生荘の指定管理料並びに

弥生学園の指定管理料ですね、150万円、160万円

と額的にはさほどでもないにもかかわらず、今、

何で補正がということであります。その管理料追

加の内容、そこをひとつお願いしたい。

それから、３点目、ちょっと確認したいのです
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が、指定管理料全体を委託している法人に対する

振込ですか、具体的にこの金額は。それとも、弥

生荘並びに弥生学園の窓口といいますか、ダイレ

クトにこの施設に対してお金を振り込むというこ

とですか。そこの３点、お願いします。

最後、先ほど財務部長の説明のところで地方

債、今回320万円の部分を含むという説明をいた

だいて、歳入との関係で、そうまロマントピアス

キー場云々ということで私も一所懸命、歳出から

歳入をずっと探していたら、320万円ぴったしの

数字があったからここかなと思って、これ聞かね

ばまいねなと思って今ここに立っているのです

が、財源調整の仕組みといいますか、内容につい

て、改めてちょっと確認します。地方債を組むと

なった事由をちょっと説明してください。

それから、そうまロマントピアのスキー場の整

備事業費ということになるのですが、これは具体

的にロマントピアスキー場の何の整備ですか。事

業内容をひとつお願いします。

◎企画課長（白戸 麻紀子） まず、健康とまち

のにぎわい創出事業につきまして、委託の想定と

いうことなのですけれども、あくまでもこちらの

ほう、プロポーザル方式ということで、これから

資料を提示して民間事業者からの提案を受けるこ

ととしております。市内外問わず、事業を実施し

ていただける、できるという事業者からの提案を

受けて決定することとしております。

続きまして、地方創生推進交付金の関係ですけ

れども、まず、こちら、市ではこれまで地方創生

関連の事業につきましては、事業によっては、そ

の目的や分野が多岐にわたることもありまして、

交付金の活用に当たって、事業間での流用を可能

にし、予算の弾力性を持たせて運用していくとい

うことで、当該交付金事業の充当事業を地方創生

推進費へ集約していたものでございます。

ただ、実際に充当事業のほうを見ますと、特定

の目的で実施している事業が多く、同一の款とし

なくても事業管理が可能であることなどから、令

和３年度をもって廃目としまして、令和４年度か

ら事業目的に合わせました款項目へ計上しており

ます。そして今回、地方創生推進交付金をどうい

う形で対象にするのかということで、健康とまち

のにぎわい創出事業をはじめとする中心市街地の

活性化、それから市民の健康寿命の延伸につなが

る事業をパッケージ化して対象とすることとして

おります。

◎障がい福祉課長（成田 亜弘） 弥生荘及び弥

生学園指定管理料追加について御説明いたしま

す。

まず、委託先でございますけれども、弘前市弥

生荘及び弘前市弥生学園ともに、指定管理者は社

会福祉法人弘前草右会でございます。

次に、こちらの指定管理料追加の内容でござい

ますけれども、こちらは令和３年11月に閣議決定

されましたコロナ克服・新時代開拓のための経済

対策の一つとして実施するもので、新型コロナウ

イルス感染症への対応など、最前線において働く

障がい福祉サービス施設、事業所等に勤務する福

祉・介護職員の処遇改善のため、賃上げ効果が継

続される取組を行うことを前提としまして収入を

３％引き上げるための措置を実施することを目的

に、福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金を財

源とする令和４年度福祉・介護職員処遇改善支援

事業を令和４年２月から９月まで実施することと

なりました。それに伴いまして、弘前市弥生荘及

び弘前市弥生学園に勤務する福祉職員等の処遇改

善を図る賃金引上げ分を指定管理料として支出す

るため、令和４年４月から９月までの６か月分

を、弘前市弥生荘指定管理料追加として152万

7000円を、弘前市弥生学園指定管理料追加として

165万1000円を追加補正するものでございます。

最後に、この振込先は市の振込になるのか、そ
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れとも指定管理者のほうになるのかということで

ございますけれども、こちらのほうは、まず、事

業者のほう、市のほうが設置者となっていますの

で、市のほうから県のほうに申請をしまして、県

のほうで交付決定後、市のほうに補助金が入って

くるということになります。

◎スポーツ振興課長（小山内 一仁） ロマント

ピアスキー場の財源調整の内容でございますけれ

ども、こちらのほうは当初、起債の充当率75％で

見込んでおったものが100％の起債充当率に変わ

りましたので、当初、一般財源で見込んでいたも

のを全て起債で賄うというような財源調整になり

ます。

それから、ロマントピアスキー場の整備事業の

内容でございますが、スキーのリフトの動力部分

のオーバーホールと、それ以外の細かいところの

点検整備といったところが主な整備の内容になっ

てございます。

◎委員長（工藤 光志委員） ほかに御質疑あり

ませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

◎委員長（工藤 光志委員） 質疑なしと認め、

これをもって質疑を終結いたします。

討論に入ります。

本案に対し、御意見ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

◎委員長（工藤 光志委員） 意見なしと認め、

これをもって討論を終結いたします。

採決いたします。

本案は、原案のとおり決するに御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

◎委員長（工藤 光志委員） 御異議なしと認め

ます。

よって、本案は原案のとおり可決いたしまし

た。

──────────────────────

◎委員長（工藤 光志委員） 最後に、議案第85

号令和４年度弘前市一般会計補正予算(第４号)を

審査に供します。

本案に対する理事者の趣旨説明を求めます。

◎財務部長兼健康こども部理事（森岡 欽吾）

議案第85号令和４年度弘前市一般会計補正予算

(第４号)について御説明いたします。

その内容は、歳入歳出予算の総額に５億1219万

5000円を追加し、補正後の額を809億2093万9000

円とするものであります。

それでは、歳出予算について御説明いたします

ので、７ページを御覧ください。

３款民生費１項社会福祉費１目社会福祉総務費

の４億7788万7000円は、住民税非課税世帯等に対

する臨時特別給付金及び原油価格・物価高騰に伴

う臨時生活支援助成金を支給するための経費を計

上するものであります。

７款１項商工費３目観光費の695万8000円は、

歴史的資源保存活用好循環システム構築業務委託

料を追加するものであります。

８ページを御覧ください。

８款土木費４項都市計画費６目交通政策費の

2535万円は、交通事業者等事業継続特別対策支援

金を計上するものであります。

９款１項消防費２目非常備消防費の200万円

は、消防団の力向上モデル事業に係る経費を計上

するものであります。

次に、歳入予算について御説明いたしますの

で、４ページにお戻り願います。

歳出予算に対応する特定財源として、16款国庫

支出金及び17款県支出金を計上するものでありま

す。

以上であります。

◎委員長（工藤 光志委員） 本案に対し、御質

疑ありませんか。
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◎１０番（千葉 浩規委員） ４項目ありますの

で、よろしくお願いします。

一つは、７ページ、３款１項１目の住民税非課

税世帯等に対する臨時特別給付金について、事業

の概要ということで、特に対象世帯の条件、あと

は財源、今後のスケジュールについて答弁をお願

いします。

続いて、同じページの３款１項１目の住民税非

課税世帯等に対する臨時特別給付金給付業務委託

料についてです。令和３年度にも同じような委託

があったわけですが、そのときの委託料が8784万

8000円で、一応計画では対象世帯が３万7000世帯

ということで、単純に割ると１世帯当たり2,374

円だったのですが、今回は委託料が3788万7000円

で、大体4,000世帯を対象にしているということ

なので、１世帯当たり大体9,471円になるという

ことなので、どうして１世帯当たりの金額がこれ

ほど大きく差がつくのかなということで、委託す

る業務の内容、委託先、委託料の根拠について答

弁をお願いします。

次は、７ページ、３款１項１目の原油価格・物

価高騰等に伴う臨時生活支援助成金についてで

す。これについても事業の概要ということで、対

象世帯の条件、財源、今後のスケジュールについ

て答弁をお願いします。

続きまして、７ページ、７款１項３目の歴史的

資源保存活用好循環システム構築業務委託料追加

についてです。こちらのほうも事業の概要という

ことで、業務期間、委託先、業務の内容、効果、

財源について答弁をお願いします。

◎福祉総務課長（秋田 美織） まず、本給付金

は、国が令和４年４月26日に閣議決定しましたコ

ロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急

対策」の中で実施されることとなった、真に生活

に困っている方々への支援措置の強化として、新

たに令和４年度の住民税が均等割非課税となった

世帯に対し、１世帯当たり10万円の現金給付を実

施するものであります。

対象世帯の条件といたしましては、令和４年６

月１日の基準日時点で、弘前市に住民登録があ

り、世帯全員の令和４年度分の住民税が均等割非

課税である世帯となっており、所要額の積算に当

たり最大4,000世帯を見込んでおります。なお、

この給付金の支給は１世帯につき１回限りである

ことから、令和３年度の住民税非課税世帯等臨時

特別給付金や家計急変世帯として支給を受けた世

帯は対象とならないものであります。

続きまして、スケジュールといたしましては、

対象となると思われる世帯に対して、７月下旬に

受給の意思を確認するための確認書を送付するこ

ととしております。世帯から確認書を返送してい

ただく期限は、確認書を発送した日から、おおむ

ね３か月となる10月末で設定する見込みとしてお

ります。

最後に、この事業の財源につきましては、全

額、国庫補助金である子育て世帯等臨時特別支援

事業費補助金を充てることとしております。

続きまして、業務委託の内容等につきましてお

答えいたします。

業務委託の内容につきましては、確認書の作

成、封入・封緘、発送や返送された確認書の受

付・審査のほか、口座振込データの作成、給付金

管理システムの構築・運用を想定しております。

次に、委託先につきましては、令和３年度事業

分と同じ事業者である凸版印刷株式会社東日本事

業本部を想定しております。この理由といたしま

しては、今回の給付に当たりましても、対象とな

る世帯に対し早急に給付を行う必要があること、

また、今回の給付金は対象要件が非常に複雑であ

り、令和３年度事業分と極めて高い関連性がある

ことによるものです。令和３年度の事業におい

て、確認書の発送・受付・審査、振込データの作
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成といった各工程での処理が構築されており、こ

れまでの実績からも円滑に業務を進めることが可

能であります。

積算の根拠につきましては、継続事業であるこ

とによりシステム改修費を減じたほか、各工程で

の作業及び業務全体を統括し、市と委託事業者が

常に最新の状況で対応できるシステムを管理運営

するための必要最低限の人員配置による固定費

を、また、令和３年分と比較して対象世帯が少な

くなることによる各種印刷物の単価の増を見込ん

で積算しております。こうしたことから、委託料

総額に占める固定費の割合が高くなっているとい

うものでございます。

続きまして、原油価格・物価高騰に伴う臨時生

活支援助成金につきましては、新型コロナウイル

ス感染症の影響の長期化に加え、原油価格高騰に

より、石油製品のみならず様々な物価の高騰を招

いており、依然として市民生活に大きな影響を及

ぼしていることから、高騰が続く電気料金をはじ

めとした生活に係る費用の一部を助成し、生活の

安定を図ることを目的としたものであります。具

体的には、令和４年度、新たに住民税均等割が非

課税となった住民税非課税世帯等臨時特別給付金

の対象となる世帯に対し１万円を上乗せして支給

しようとするもので、対象世帯数は最大で4,000

世帯とし、事業費4000万円を見込んでおります。

支給に係る手続につきましては、臨時特別給付

金の対象者に送付される確認書等の返送をもって

申請の意思とみなし、臨時特別給付金の支給時に

併せて振り込むものであります。よって、スケ

ジュールにつきましても、臨時特別給付金と同様

となります。

最後に、財源につきましては、国の地方創生臨

時交付金と県の生活困窮者に対する原油価格・物

価高騰対策助成事業を活用することとしておりま

す。

◎観光課長（早坂 謙丞） 歴史的資源保存活用

好循環システム構築業務委託料追加について御説

明いたします。

まず、概要につきましては、観光庁の補助事業

を活用しまして、歴史的建造物を文化観光資源と

して保存及び有効活用を図るための仕組みづくり

などに取り組むものでございます。

それから、委託期間につきましては、本年７月

から令和５年２月で、委託先は公益社団法人弘前

観光コンベンション協会を予定しております。

事業内容につきましては、四つの事業を計画し

ております。

一つ目といたしましては、観光資源からの弘前

の建築をテーマとした通年型まち歩きツアーを造

成し実施いたします。

二つ目といたしましては、寺泊や仲町の重要伝

統的建造物群保存地区内での民泊など、新たな観

光コンテンツとしての実証実験を実施します。

三つ目といたしまして、より高いガイドの知

識、技術を兼ね備えた人材を育成するための養成

講座を開催いたします。

最後、四つ目といたしまして、集客を目的とし

たウェブやＳＮＳプロモーションなどを実施いた

します。

続きまして、効果でございますが、ウィズコロ

ナにおける新たな観光戦略の一つといたしまし

て、歴史的建造物等を文化観光資源として磨き上

げ、関係者と連携し有効活用を図ることで、歴史

的建造物の持続的な保存・継承につながるととも

に、誘客による当市の観光振興、地域活性化につ

なげていくものとなっております。

最後の財源でございますが、ただいま説明いた

しました事業の総額が891万6000円でございまし

て、内訳といたしまして、今回の補正額695万

8000円は全額が国からの補助金となります。残り

の、本年５月の臨時会で補正いたしました50万円
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等を含めました既決予算195万8000円が市の単独

費となってございます。

◎１０番（千葉 浩規委員） それでは、再質問

させていただきます。

原油価格・物価高騰に伴う臨時生活支援助成金

についてです。名称そのものが原油価格・物価高

騰に伴うというふうに、名前自体がそうなってい

るのですけれども、蓋を開けてみると、令和３年

度に支給を受けた世帯は対象にならないというこ

とで、原油価格とか物価高騰で暮らしが厳しいと

いう方は当然、令和３年に受けた方も当然だと思

うのですけれども、これはきちんと説明しない

と、なぜ令和３年に受けた人は今回、対象になら

ないのかなとすごく疑問が湧いてくるのですけれ

ども、それはどうやって説明していくのかなとい

うことで答弁をお願いします。

あとは、令和３年度の県の灯油購入費助成事業

費補助金の場合は１億6000万円だったのですが、

今回の原油価格・物価高騰対策事業費補助金は８

億円という大変大きな規模になっています。それ

で、県の予算の資料を見ると、補助基準額は人口

規模に応じて設定となっていました。そうした場

合は、弘前市にはいかほどの予算が配分されるの

かということと、今回その補助金も使ったという

ことなのですけれども、これは１回限りで終わる

のか、それとも何度でもその金額になるまでずっ

と使うことができるのか、その辺の答弁をお願い

します。

あとは、歴史的資源保存活用好循環システムの

ほうですけれども、寺泊とか民泊とかそういう新

たな観光コンテンツの実証実験ということだった

のですけれども、具体的にはどのような内容なの

かということで、とりわけ寺泊については、第２

回臨時議会でも補正予算が取られたわけですけれ

ども、その後の動きも含めて、どのような関連で

進んでいくのかということの答弁と、もう一つ、

国の補助金ということでしたけれども、国の補助

金の概要というのはどういうものなのか、答弁を

お願いします。

◎福祉総務課長（秋田 美織） それでは、臨時

生活支援助成金の対象についてお答えいたしま

す。

市では、令和３年度におきまして、住民税非課

税世帯で臨時特別給付金10万円の対象となる世帯

に対し、原油価格高騰に伴う臨時冬季生活支援助

成金として１世帯当たり１万円を給付金に上乗せ

して支給いたしました。以下、生活支援助成金と

省略いたします。

今般の原油価格・物価高騰におきましては、全

ての世帯がその影響を受けていると認識しており

ますが、本事業におきましては、令和３年度と同

様に令和４年度の住民税非課税世帯等に対する臨

時特別給付金の対象に準ずることといたしたもの

でございます。令和４年度に新たに非課税になっ

た世帯につきましては、令和３年度の冬期間に原

油価格高騰の影響を大きく受けて生活支援助成金

の給付を受けた世帯と同等の支援を要すると考え

られることから、令和４年度の住民税非課税世帯

のうち、令和３年度の生活支援助成金の支給を受

けていない世帯を対象に給付しようとするもので

あります。

続きまして、県の補助事業費の枠等についてで

ございます。県では、原油価格・物価高騰におけ

る生活困窮者の負担軽減を図ることを目的とし、

令和３年度の灯油購入費助成事業費補助と同様

に、令和４年度においても新たに生活困窮者に対

する原油価格・物価高騰対策事業費補助として市

町村が行う助成事業に対し、補助することとして

おります。県の補助事業におきましては、弘前市

の補助基準額は、人口規模が10万人以上であるこ

とから２億円とされ、補助額はその２分の１とな

ることから、最大で１億円が補助されることとな
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りますが、今回の補正予算では、そのうち2000万

円を活用することといたしております。

市といたしましては、今後も国及び県の対策を

注視するとともに物価等の状況把握に努め、支援

の在り方や県の補助金の活用方法につきまして

は、検討を続けてまいりたいと考えております。

◎観光課長（早坂 謙丞） まず、５月の臨時会

との関連性から申し上げますと、５月の臨時会の

補正では、久渡寺及び最勝院におきまして２名か

ら３名程度を想定した寺泊のモニターツアーの実

施など50万円の補正予算をしたところでありま

す。その後、５月24日に観光庁の補助事業が採択

となったことから、今回の補正は事業規模を拡大

して行おうとするものでございます。

実証実験の具体的内容といたしましては、久渡

寺、最勝院での寺泊及び伝建地区内の武家屋敷等

での民泊のモニターツアーを行うもので、今回の

補正で人数を増やして行いたいと考えておりま

す。３か所それぞれ６名程度で計18名程度を予定

しておりまして、建物の所有者や地元の宿泊、旅

行会社の協力を頂きながら、試行的にモニターツ

アーを行いたいと考えてございます。

それから、国の補助事業の概要につきましてで

す。今回、観光庁の地域独自の観光資源を活用し

た地域で稼げる看板商品の創出事業というものに

採択となったものでございます。この事業は、地

域経済を支える観光の本格的な復興の実現に向け

て地域で稼げる看板商品の創出を図るため、自

然、食、歴史、文化、芸術等の地域ならではの観

光資源を活用したコンテンツの造成から販路開拓

まで一貫した支援を実施する補助事業でありま

す。

なお、補助限度額は上限1000万円で、補助率は

500万円までが全額補助、500万円を超える部分に

ついては２分の１の補助となっているものでござ

います。

◎１０番（千葉 浩規委員） 原油価格・物価高

騰に伴う臨時生活支援助成金についてですけれど

も、質疑というわけではありませんが、一般質問

でも行ったわけですが、今の答弁を聞くと、結果

的には名前は原油価格・物価高騰というふうにあ

るのだけれども、内容的には令和３年度の福祉灯

油の対象にならなかった方に対して条件が合うの

で支給しますよということだと思うのです。なの

で、私はこれは、今現在の物価高騰に対する支援

ということでは、まだまだ不足していると思いま

すので、当然、令和３年度の福祉灯油の助成を受

けた方も、あと今回１万円支給される方も含め

て、やっぱり物価高騰、大変厳しいですので、対

応をぜひ検討していただきたいというふうに思い

ます。よろしくお願いします。

あと、好循環システム構築業務委託料追加につ

いてですけれども、国の補助事業で採択されたと

いうことなのですけれども、そうすると結構、

あっちでもこっちでも多くの自治体で取り組んで

いるのではないのかなと。そうすると、弘前市で

やっぱりお客さんを集めるためには、独自のとい

うか、魅力を発信しなければいけないかなと思う

のですけれども、全国的にこの補助事業を使った

事業はどのくらいなのか分かりますか。答弁お願

いします。

◎観光課長（早坂 謙丞） ただいまの当市のほ

うで採択を受けた事業で申し上げますと、観光庁

のほうに聞きましたら、後日、改めて公表すると

いうことでございましたので、こちらで分かりま

したら委員にお伝えしたいと思います。

◎委員長（工藤 光志委員） ほかに御質疑あり

ませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

◎委員長（工藤 光志委員） 質疑なしと認め、

これをもって質疑を終結いたします。

討論に入ります。
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本案に対し、御意見ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

◎委員長（工藤 光志委員） 意見なしと認め、

これをもって討論を終結いたします。

採決いたします。

本案は、原案のとおり決するに御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

◎委員長（工藤 光志委員） 御異議なしと認め

ます。

よって、本案は原案のとおり可決いたしまし

た。

──────────────────────

◎委員長（工藤 光志委員） 以上をもって、本

委員会に付託されました議案の審査は全部終了い

たしました。

よって、会議を閉じ、本委員会を散会いたしま

す。

〔午前１１時１２分 散会〕
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委 員 長 工 藤 光 志


